
一般財団法人岩手県建築住宅センター 
低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査料金規程 

 
 
（趣 旨） 
第１条 この規程は、別に定める「一般財団法人岩手県建築住宅センター低炭素建築物新

築等計画に係る技術的審査業務規程」（以下「規程」という。）に基づき、一般財団法人

岩手県建築住宅センター（以下「機関」という。）が実施する技術的審査業務に係る料金

について、必要な事項を定める。 
 
（技術的審査料金） 
第２条 業務規程第１２条に規定する技術的審査料金の額は、次のとおりとする。 

（１） 一戸建ての住宅 
２９，０００円（消費税別） 

（２） 共同住宅の住戸部分に係る計画 
住戸の総数に応じた表１に定める額  

（３） 共同住宅等に係る計画  
建築物全体の住戸の総数に応じた表１に定める額＋共用部分の床面積に応じ

た表２に定める額 
 

表１ 住戸の技術的審査料金（円）[消費税別] 

１戸の場合 ２９，０００ 

２戸以上５戸以内の場合 ５７，０００ 

６戸以上１０戸以内の場合 ７８，０００ 

１１戸以上２５戸以内の場合 １０４，０００ 

２６戸以上５０戸以内の場合 １４２，０００ 

５１戸以上１００戸以内の場合 １８９，０００ 

１０１戸以上２００戸以内の場合 ２３９，０００ 

２０１戸以上３００戸以内の場合 ３１９，０００ 

３０１戸以上の場合 ３９０，０００ 
 
 

表２ 共同住宅の共用部分の技術的審査料金（円）[消費税込] 

300 ㎡以内の場合 ９５，０００ 

300 ㎡を超え、2,000 ㎡以内の場合 １４４，０００ 

2,000 ㎡を超え、5,000 ㎡以内の場合 １８８，０００ 

5,000 ㎡を超え、10,000 ㎡以内の場合 ２１９，０００ 

10,000 ㎡を超え、25,000 ㎡以内の場合 ２５４，０００ 

25,000 ㎡を超える場合 ２８２，０００ 

 



 
（計画の変更に係る技術的審査料金） 
第３条 業務規程第６条に規定する変更に係る技術的審査料金の額は、申請一件につき、

前条に掲げる額に二分の一を乗じて得た額とする。 
 
（技術的審査料金の不還付） 
第４条 既に徴収した審査料金は、原則、還付しない。 
 
（適合証の再交付） 
第５条 適合証を再交付する場合の料金は、１通につき１，０００円（消費税別）とする。 
 
（附則） 
この料金規程は、平成２６年４月１日から施行する。 


